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0570-016-100

●評価住宅と保険付き住宅には専用フリーダイヤルをご用意しています。
●電話受付 10：00～17：00（土、日、祝休日、年末年始を除く）

電話相談窓口

公益財団法人

住宅リフォーム・紛争処理支援センター
Center for Housing Renovation and Dispute Settlement Support

〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-7 九段センタービル3階

（代）03-3261 -4567TEL

（代）03-6830-4360FAX

総務部

企画部

支援業務部

情報システム部

住宅相談部
理事長理事会

評議員会

監事

消費者支援部

研究第一部

研究第二部

リフォーム情報部

住宅リフォーム・
紛争処理研究所

住宅リフォーム本部

沿革
財団法人 日本住宅リフォームセンター設立
住まいのリフォームコンクール開始
増改築相談員研修会開始
マンションリフォームマネジャー資格試験開始
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2012年

財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センターに改組
住宅品質確保法に基づき、国土交通大臣より

「住宅紛争処理支援センター」に指定、支援等業務を開始
住宅瑕疵担保履行法に基づく特別支援等業務を開始
住まいるダイヤル開設
リフォーム見積チェックサービス開始
専門家相談（面談）の全国展開を開始

公益財団法人へ移行

住宅瑕疵担保履行法の改正により、同法第19条第2号の
保険が付保された住宅の特別支援等業務を開始

住宅品質確保法の改正により、支援等業務として
住宅の瑕疵の発生防止に関する調査・研究を開始

2022年

2021年

業務概要
2023
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ナビダイヤルの通話料金がかかります。固定電話であれば３分9.35円
（税込）、携帯電話であれば３分99円（税込）で全国どこからでも通話する
ことができます。
ナビダイヤル以外に　　　　　　　もご利用いただけます。

公益財団法人



住宅取得者等の利益保護と
住宅紛争の迅速かつ適正な解決を図り、
より満足のいく住生活の実現を支援します。
良質な住宅ストックをつくり、長く活用して、

豊かな住生活の実現を図っていくことが時代の要請となっています。

住宅市場の整備を通じて、これを実現していくためには、

住宅の品質を高める施策と消費者の利益の保護及び増進を図ることが必要です。

当財団は、住宅政策の一翼を担い、「住宅品質確保法」、「住宅瑕疵担保履行法」に基づき、

消費者の利益の保護や住宅紛争の迅速、適正な解決を図るため、

住宅相談、住宅紛争処理支援等の幅広い業務を行っています。

また、消費者が安心してリフォームを行える

健全なリフォーム市場の整備を目指し、情報提供業務を行っています。

当財団の活動概要

■ 住宅相談
 ・ 住宅の不具合などに関する電話相談 ［住まいるダイヤル］
 ・ リフォーム見積チェックサービス
 ・ 全国各弁護士会での面談による専門家相談

■ 住宅紛争処理の支援
 ・ 住宅紛争審査会（全国の各弁護士会）が行う紛争処理業務に必要な費用の助成
 ・ 住宅紛争審査会の紛争処理委員及び職員への研修の実施
 ・ 住宅紛争審査会への関連技術情報などの提供

■ リフォーム市場の環境整備
 ・ リフォームを担う人材の育成
 ・ 住まいのリフォームコンクールの実施
 ・ “リフォネット”による情報提供

■ 調査・研究
 ・ 住宅相談、住宅紛争処理などの情報の収集・整理及び提供、調査研究
 ・ 住宅リフォームに関する技術情報などの収集
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■ 評価住宅：「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制度を利用して建設住宅性能評価書が交付された住宅
■ 保険付き住宅：「特定住宅瑕疵担保の履行の確保等に関する法律」に基づく瑕疵保険が付された住宅
　（同法第19条第1号に基づく瑕疵保険が付された新築住宅に加え、2022年10月から同条第2号に基づく瑕疵保険（リフォーム瑕疵保険、
　 既存住宅売買瑕疵保険等）が付された住宅も保険付き住宅となりました。）

専 門 家 相 談
各都道府県にある弁護士会で行う、
弁護士・建築士による対面相談です。

住 宅 紛 争 処 理
各都道府県にある住宅紛争審査会（弁護士会）の専門家（弁護士・建築士等）が、
公正・中立な立場で紛争の解決にあたります。

電 話 相 談
一級建築士である相談員が相談をお受けします。

保険付き住宅評価住宅

リフォーム 既存住宅

マンション建替※

評価住宅

保険付き住宅

公益財団法人
住宅リフォーム・紛争処理支援センター

RR

あっせん 調  停 仲  裁

相談サービスの流れ

住宅相談 電話相談／専門家相談 P3-4

住宅紛争処理の支援 P5

リフォーム市場の環境整備 P6

調査・研究 発行物 P6P6

インデックス

※一部の弁護士会で対応

1 2

1 2



住 宅 相 談
住宅の取得やリフォームに関してトラブルや
不安を抱える消費者等から、技術的問題から
法律的問題まで幅広い相談をお受けしています。

「リフォームの見積書を事業者から取得したが、見方がわからない」などの消費
者からの相談に対して、電話で助言を行っています。また希望に応じて、見積書の送
付を受けて内容をチェックし助言を行っています。

電話相談

面談による相談を希望される相談者に対し、全国52の弁護士会と連携して、弁護士
と建築士による対面相談を行っています。評価住宅と保険付き住宅の取得者・供給
者等のほか、住宅リフォーム工事の発注者（予定者を含む）、既存（中古）住宅の買主
が対象です。また、一部の弁護士会ではマンション建替等に関する専門家相談も
行っています。

電話相談窓口

一級建築士の資格を有した経験豊富な相談
員が、専門的な見地からアドバイスします。
法律的な問題については、必要に応じて弁護
士の助言も得て、ご相談に応じています。

●グラフ中の割合（％）は、小数点第二位以下を四捨五入しており、合計しても100％にならない場合があります。
※2022年度は住宅瑕疵担保履行法第19条第2号に基づく瑕疵保険が付された
　住宅の件数（20件）も含みます。

リフォーム見積チェックサービス 

建築士 弁護士

1

専門家相談2
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（2022年度 n=35,487）

消費者 90.8%

消費生活センター・
地方公共団体
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事業者 3.5% その他 2.2%

住宅のトラブルに
関する相談
61.7%

その他の相談
16.0%

知見相談
22.3%

新築等住宅に関する相談：請負又は売買等により取得した住宅（中古を含む）に関する相談
リフォームに関する相談：住宅のリフォームに関する相談

知見相談：住宅に関する技術、法令、支援制度等の一般的な問合せなど
その他の相談：相隣関係や賃貸住宅の契約に関する相談など

相談区分

（2022年度 n=35,772）

電話相談件数の推移 相談者の区分

電話相談の内容

【2022年度までの累計】
消費者が事業者から取得した見積書に関する相談：8,181件
見積書の送付を受けた件数：5,399件

（2022年度 n=275、複数カウント）
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消費者が事業者から取得した見積書に関する相談件数
見積書の送付を受けた件数

【2022年度までの累計】実施件数：19,862件

（2022年度 n=1,238、複数回答）
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見積チェックサービスの件数

専門家相談の実施件数 専門家相談を希望した理由 

主な助言内容 
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【2022年度までの累計】
新規相談件数：457,811件
のべ応答件数：573,813件
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住宅紛争処理とは
住宅紛争審査会による裁判によらない紛争解決手続（ADR）
です。「住宅に不具合がある」「工事内容が違う」等の住宅紛争
につ いて専門的な知識を持った弁護士や 建築士などによ
る、あっせん・調停・仲裁によって非公開で行われます。裁判と
比べ迅速な解決が図られ、費用も申請手数料（原則１万円）のみ
となっています。評価住宅と保険付き住宅※が対象です。

住 宅 紛 争 処 理の 支 援 リフォーム市 場の環 境 整 備
当財団は、住宅品質確保法に基づき、国土交通大臣から「住宅紛争処理
支援センター」の指定を受け、住宅紛争審査会による買主・発注者と売主・
請負人等の契約当事者間の紛争処理を支援する業務を行っています。 

住宅ストックを長く大切に使う社会に、住宅リフォームの果たす役割は
重要です。消費者が安心してリフォームができるよう、リフォーム市場の
環境整備に取り組んでいます。

住宅紛争の迅速、適正な解決や消費者が陥りがちなトラブルへの対処
等に役立てるため、紛争事例や関連技術情報の収集・整理を行い、その
成果を消費者、専門家等に提供しています。

《＜住宅リフォームエキスパート＞増改築相談員》
住宅建築の実務経験を５年以上有している方を対象に、当財団が企画した住宅リフォームに関
する研修カリキュラムを受講し、考査に合格すると、＜住宅リフォームエキスパート＞増改築相談員として登録で
きます。研修会は、全国各地域の住宅リフォーム関連団体が実施しています。全国で約9,200人

（2023年4月現在）が登録されています。
●買主、売主等の当事者に対して、全国52の弁護士会が
設置した「住宅紛争審査会」への紛争処理申請に際し、事前
相談や助言等を行い、地元の審査会へ紹介しています。

●住宅紛争審査会に対し、紛争処理委員及び職員への
研修の実施、紛争処理業務の実施に必要な費用の助成、
紛争処理に関する各種情報の収集・提供等、さまざまな
支援業務を行っています。

《マンションリフォームマネジャー》
主としてマンションの専有部分のリフォームについて、居住者の要望を実現するために、専門知識を
もって、管理組合や施工者などと協力・調整しながら、付加価値の高いリフォームを企画・提供するため
の業務推進能力を認定する試験です。試験合格者は、のべ約11,000人です。

住宅相談統計年報や相談窓口等の紹介パンフレットなどを
作成し、情報提供や広報に努めています。

調 査・研 究

発 行 物

リフォームを担う
人材の育成

住宅リフォームの促進と水準の向上を図ることを目的とし、全国各地から住宅リフォームの事例を募り、
優秀な作品を選定し、国土交通大臣賞等を授与するとともに、消費者や事業者に広く紹介するもので、
1985年から毎年実施しています。

住まいの
リフォームコンクール

消費者が安心してリフォームを行えるように、リフォームの基礎知識などの各種情報をインターネット
等を活用し、提供しています。

リフォームに
関する情報の提供

●リフォームの進め方・・・・・・・・・ 安心してリフォームを進めるための手順や注意したいポイント
●リフォームの事例・・・・・・・・・・・ 住まいのリフォームコンクールの入賞作品の紹介
●登録者の名簿・・・・・・・・・・・・・・ ＜住宅リフォームエキスパート＞増改築相談員の登録者名簿を公開
●リフォーム相談窓口の検索・・・ 全国の地方公共団体のリフォーム相談窓口の検索

■ 住宅の不具合事象の原因特定のための調査方法や原因に応じた補修方法等の技術情報を整理し、紛争処理委員等へ提供するため
　 の調査研究
■ 住宅における瑕疵の発生防止に関する技術情報等を収集・整理し、消費者や住宅事業者等へ提供するための調査研究
■ 住宅リフォームに関する市場の実態、各種技術情報等についての調査研究

《 支援業務の内容 》
評価住宅・保険付き住宅※

に関する紛争

紛
争
処
理
申
請

紛
争
処
理
申
請

相談
助言

申請者の
地元審査会への紹介

費用・技術的
サポート

住宅紛争処理支援センター
［公益財団法人 住宅リフォーム・紛争処理支援センター］

売主・
請負人

買主・
発注者

相談
助言

住宅紛争審査会（全国の単位弁護士会）
数回の審理を経て調停書等を作成

建築士 弁護士

※ 2022年10月から、住宅瑕疵担保履行法第19条第2号に基づく瑕疵保険が付された住宅も保険付き住宅として、紛争処理の対象となりました。
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【2022年度までの累計】
2,150件（あっせん46件、調停2,084件、仲裁20件）
紛争処理を申請する前に専門家相談を実施している件数

（2022年度）：140件（82.8％）

※2022年度は住宅瑕疵担保履行法第19条第2号に基づく瑕疵保険が付された
　住宅の件数（3件）も含みます。

●2023年4月1日時点で住宅紛争審査会から提供された報告値に基づき集計
●グラフ中の割合（％）は、小数点第二位以下を四捨五入しており、合計しても100％にならない場合があります。

住宅紛争処理の申請受付件数
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平均審理回数：4.7回

3カ月以上
6カ月未満
30.6%

3カ月未満
19.9%

6カ月以上
9カ月未満
22.1%

9カ月以上
1年未満
10.8%

平均
7.6カ月

1年以上 16.6%

（2022年度までの終結事件 n=2,019）

住宅紛争処理に要した期間
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